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第３９号議案

豊川市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例及び豊川市病院事業

職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正について

豊川市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例及び豊川市病院事業職員

の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める

ものとする。

平成２９年３月６日提出

豊川市長 山 脇 実

豊川市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例及び豊川市病院事業

職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例

（豊川市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）

第１条 豊川市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４２年豊川

市条例第３号）の一部を次のように改正する。

第５条第１項に次のただし書を加える。

ただし、次項第１号及び第３号から第６号までのいずれかに該当する扶

養親族に係る扶養手当は、市長が定める職員に対しては、支給しない。

第５条第２項第１号中「含む」の次に「。以下同じ」を加え、同項第２号

中「及び孫」を削り、同項中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第

３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。

⑶ 満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある孫

第１５条第２項中「子を」を「子（民法（明治２９年法律第８９号）第８

１７条の２第１項の規定により職員が当該職員との間における同項に規定す

る特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家

事審判事件が裁判所に係属している場合に限る。）であって、当該職員が現

に監護するもの、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項

第３号の規定により同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親（以下「

養子縁組里親」という。）である職員に委託されている児童及び同法第６条

の４第１号に規定する養育里親である職員（児童の親その他の同法第２７条
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第４項に規定する者の意に反するため、同項の規定により養子縁組里親とし

て当該児童を委託することができない職員に限る。）に同法第２７条第１項

第３号の規定により委託されている当該児童を含む。）を」に、「又は介護

休暇（当該職員が」を「、介護休暇（当該職員が要介護者（」に、「もの」

を「ものをいう。以下同じ。）」に、「ため、」を「ため、市長が定めると

ころにより、職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介護を必要とする

一の継続する状態ごとに、３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範

囲内で指定する期間（以下「指定期間」という。）内において」に、「の承

認」を「又は介護時間（当該職員が要介護者の介護をするため、要介護者の

各々が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する３年の期間

（当該要介護者に係る指定期間と重複する期間を除く。）内において１日の

勤務時間の一部（２時間を超えない範囲内の時間に限る。）につき勤務しな

いことが相当であると認められる場合における休暇をいう。）の承認」に改

める。

（豊川市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）

第２条 豊川市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成２１年

豊川市条例第１７号）の一部を次のように改正する。

第５条第１項に次のただし書を加える。

ただし、次項第１号及び第３号から第６号までのいずれかに該当する扶

養親族に係る扶養手当は、管理者が定める職員に対しては、支給しない。

第５条第２項第１号中「含む」の次に「。以下同じ」を加え、同項第２号

中「及び孫」を削り、同項中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第

３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。

⑶ 満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある孫

第２０条第２項中「子を」を「子（民法（明治２９年法律第８９号）第８

１７条の２第１項の規定により職員が当該職員との間における同項に規定す

る特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家

事審判事件が裁判所に係属している場合に限る。）であって、当該職員が現

に監護するもの、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項

第３号の規定により同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親（以下「
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養子縁組里親」という。）である職員に委託されている児童及び同法第６条

の４第１号に規定する養育里親である職員（児童の親その他の同法第２７条

第４項に規定する者の意に反するため、同項の規定により養子縁組里親とし

て当該児童を委託することができない職員に限る。）に同法第２７条第１項

第３号の規定により委託されている当該児童を含む。）を」に、「又は介護

休暇（当該職員が」を「、介護休暇（当該職員が要介護者（」に、「もの」

を「ものをいう。以下同じ。）」に、「ため、」を「ため、管理者が定める

ところにより、職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介護を必要とす

る一の継続する状態ごとに、３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない

範囲内で指定する期間（以下「指定期間」という。）内において」に、「の

承認」を「又は介護時間（当該職員が要介護者の介護をするため、要介護者

の各々が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する３年の期

間（当該要介護者に係る指定期間と重複する期間を除く。）内において１日

の勤務時間の一部（２時間を超えない範囲内の時間に限る。）につき勤務し

ないことが相当であると認められる場合における休暇をいう。）の承認」に

改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。

（豊川市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正に伴う経過

措置）

２ この条例の施行の日から平成３２年３月３１日までの間は、第１条の規定

による改正後の豊川市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例第５条第

１項ただし書の規定は、適用しない。

（豊川市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正に伴う

経過措置）

３ この条例の施行の日から平成３２年３月３１日までの間は、第２条の規定

による改正後の豊川市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例第５

条第１項ただし書の規定は、適用しない。
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理 由

この案を提出するのは、国家公務員の給与制度の改正を踏まえ扶養手当を支

給する職員の範囲を見直すとともに、地方公務員の育児休業等に関する法律及

び育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の

一部改正に伴い職員が部分休業等をした場合の給与の減額について所要の措置

を講じ、併せて所要の規定の整備を行う必要があるからである。


